


















資料３－１





重症心身障がい児（者）地域ケアシステムの検討（案）





重症心身障がい児（者）の状況等





重症心身障がい児（者）の地域生活を支えるための課題





■大阪府における重症心身障がい児者の増加


　・身体障がい者手帳（1級・2級）所持者数：172,228人


　　　　　　　　　　増加率(2006→2011年)：112.5%


  ・療育手帳（A）所持者数：28,808人


　　　　　　　　　　増加率(2006→2011年)：117.1%


※市町村別重度心身障がい児者数（重度の知的障がいと重度の身体障がいの重複）は今後調査予定


■在宅高度医療児の増加


・保健所支援実数の増加率(2004→2010年)：235.9%


(うち人工呼吸器装着児：482.3%)


・NICU等重症長期入院児の在宅移行の増加


　　⇒長期入院児数の減少率（2007→2010年）：57.4%


・重症心身障がい児者が入所する医療型障がい児入所施設等は常時満床　


　状態で入所者9割が18歳以上


■重症心身障がい児（者）等の生活実態調査結果（H23.3）


【在宅重症心身障がい児（者）の医療的ケアの重度化】
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【重症心身障がい児者のニーズ】


○地域で安心して暮らし続けるうえで必要と感じているサービス等


・短期入所事業所の増　60.2%、医療機関による短期入所の実施　45.1％


・医療的ケアに対応できる事業所の充実（ホームヘルプ40.8%、生活介護37.0%、ケアホーム40.2%）※夜間・休日のヘルパー利用37.1%、入院中も利用できるヘルパー制度の創設41.1%　


・訪問看護の充実　（利用料の軽減26.6%、事業所の増24.8%）


・相談支援体制の充実　39.3%


・重症心身障がい児（者）を診察してくれる専門医の増　52.7%


・医療型障がい児入所施設等(旧重症心身障がい児施設）の増　39.6%


■重度障がい者介護手当受給者アンケート調査結果(H24.4現在)


・手当受給者数　2,030人（大阪市、堺市を除く）、回答者1,494人（回答率74%）※,調査結果の速報については別添資料２－２参照


■喀痰吸引等業務（特定の者対象）に係る登録申請状況（H24.6.1現在、地域生活支援課集計分）


・特定行為事業者（見込）数167事業所（居宅介護143、通所サー


ビス等24）


　・認定特定行為業務従事者数　888人、支援学校　１５校７４１人





　











ライフステージに応じた地域生活支援の現状と課題





成人期





乳幼児期（療育）





学齢期





周産期等





主な地域生活支援の内容と課題





・NICU等医療機関からの退院支援（保護者支援・在宅サービスのコーディネート等、保健所・訪問看護事業所等が参画）


＜課題＞


・退院時カンファレンス等に相談支援事業所等が参画できる支援体制づくり





・医療機関への通院や往診


・訪問看護、居宅介護等


・生活介護等通所支援


・ケアホーム、短期入所


＜課題＞


・医療的ケアに対応できる事業所等が不足


・レスパイトの確保


・地域生活移行支援(ｹｱﾎｰﾑ)





・医療機関への通院や往診


・訪問看護、居宅介護等


・通学、訪問教育による教育支援、放課後等児童デイ


・短期入所


＜課題＞


・医療的ケアに対応できる事業所等が不足


・夏季休校中等の支援








・医療機関への通院や往診


・訪問看護、居宅介護等


・医療型児童発達支援センターへの通所


・保健師による訪問支援


＜課題＞


・医療的ケアに対応できる事業所等が不足


・レスパイトの確保
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・相談から援助まで、ライフステージに応じた一貫した支援体制の整備が必要


・人工呼吸器の管理や気管切開等重度の医療的ケアに対応できるサービス提供体制の整備が必要（障がい福祉サービス事業所及び訪問看護サービス事業所の不足）


・介護職員や看護師及び相談支援員等人材の確保策についての検討が必要


・医療型障がい児入所施設等（旧重症心身障がい児施設）のあり方の検討が必要（地域生活移行に向けた取り組み、地域生活支援機能の充実）








地域ケアシステムの必要性





重症心身障がい児（者）が、安心して住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるためには、乳幼児期から高齢期までライフステージに


応じた多岐にわたる継続した支援が求められる。


障がいの受容から始まり、療育・保育・教育と続いていく本人の発達保障、最終的にはその人なりの自立した生活を送るための支援へと、分断することなく支援機関、専門職をはじめ、地域の社会資源の連携、とりわけ医療と介護の連携による支援体制の構築が求められる。


重症心身障がい児（者）の生活を地域で支えるためには、障がい福祉サービスだけでは十分でなく、日常生活圏域内において、医


療、保健、介護、教育、住まい、生活支援サービスが切れ目なく、有機的かつ一体的に提供される「地域ケア」が必要であり、そのためのシステムを構築していくことが急務。


1日24時間の介護を余儀なくされている家族の介護負担の軽減を図るためのレスパイトの確保は喫緊の課題である。





地域ケアシステムの構築に向けた検討課題





■医療と介護の連携強化


　・医療機関・訪問看護事業所・居宅介護事業所等の有機的連携





■ライフステージに応じた一貫した相談支援体制の整備


　・基幹相談支援センター及び地域自立支援協議会の機能充実等





■医療型障がい児入所施設等のあり方検討


　・地域生活支援機能の充実等





■障がい福祉サービス等の充実強化


　・医療型短期入所事業所の整備促進、看護・介護人材の確保等








